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競争ルールの検証に関するＷＧ（第２１回） 

 

１ 日時 令和３年６月２３日（水） １８：００～２０：００  

２ 開催形式 Ｗｅｂ会議 

３ 出席者 

○構成員 

新美主査、相田主査代理、大谷構成員、大橋構成員、北構成員、佐藤構成員、 

関口構成員、西村（暢）構成員、西村（真）構成員 

○オブザーバー 

小室公正取引委員会事務総局経済取引局調整課長 

○総務省 

竹内総合通信基盤局長、吉田総合通信基盤局総務課長、大村事業政策課長、川野料金

サービス課長、片桐消費者行政第一課長、梅村データ通信課長、渋木消費者行政第一

課企画官、仲田料金サービス課課長補佐、雨内消費者行政第一課課長補佐、五味料金

サービス課係長 

４ 議事 

【新美主査】  皆様、今日はお忙しいところ、また、前回に引き続いて夕刻からお集ま

りいただきまして、大変ありがとうございます。定刻を若干過ぎましたが、ただいまから

第２１回競争ルールの検証に関するワーキンググループを開催します。 

 本日の会議につきましても、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえまして、ウェブ

による会議ということにさせていただきます。 

【五味料金サービス課係長】  事務局でございます。本日もオンライン会議での開催に

御協力いただきまして、誠にありがとうございます。これまでの会合と同様、御発言を希

望される際には、チャット欄にその旨を書き込んでいただきますようお願いいたします。

それを見て主査から発言者を御指名いただく方式で進めさせていただきます。なお、チャ

ット欄は構成員の皆様からは御覧いただけますが、傍聴者からは見えませんので御了承く

ださい。 

 御発言に当たりましては、皆様が発言者を把握できますよう、お名前を冒頭に言及いた

だきますよう、よろしくお願いいたします。また、発言時以外はマイクをミュートにして

いただきますようお願いいたします。なお、音声がつながらなくなった場合などにも、チ
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ャット機能を御活用いただければと思います。 

 以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございました。 

 それでは、議事に入ります。本日は、前回に引き続きまして、報告書（案）の取りまと

めに向けた方向性について御議論をいただきたいと思います。具体的には、通信市場の動

向に関する事項、それから、スイッチングコストに関する事項でございます。この２点に

ついて、事務局より検討の方向性（案）を御説明いただいて、その後、意見交換を行うと

いう手順で進めてまいりたいと思います。 

 次に、公正取引委員会から６月１０日に公表されました「携帯電話市場における競争政

策上の課題（令和３年度調査）」について、公正取引委員会より御報告をいただきまして、

その後、質疑応答を行うという予定でおります。 

 最後に、これまでのワーキンググループでの議論を重ねてきた内容を踏まえまして、事

務局から報告書（案）の構成について、その骨子の説明をいただきたいと思います。それ

を踏まえて、意見交換を進めてまいりたいと思っております。 

 それではまず、議題（１）の検討の方向性（案）（通信市場の動向に関する事項）につ

きまして、御議論をいただきたいと思います。 

【望月料金サービス課課長補佐】  事務局でございます。では、検討の方向性（案）に

ついて、通信市場の動向に関する事項について説明をさせていただきます。資料１をお開

きください。 

 おめくりいただきまして、右肩１ページ目、こちらの目次で、まずは資料の構成を説明

させていただきます。まず通信市場の動向ということで、最初に全体の契約数、事業者数

の動向について説明させていただきます。その後に、前回の報告書以降のＭＮＯ、ＭＶＮ

Ｏ各社様が御発表されて実際に提供開始していらっしゃる通信料金、こちらの動向につい

て説明をさせていただきます。その後、そういった新たな料金プランの提供を受けての利

用者の動向。こちらの中で、新料金プラン等への移行の状況についても説明させていただ

きます。その後に、事業者の経営状況。最後に、今申し上げたような状況もしくは分析の

結果を踏まえながら、検討の方向性について説明をさせていただければと思っております。 

 まずは、おめくりいただいて、右肩３ページ目からが契約数の状況になります。こちら

の資料、全体ちょっと大部でございますので、ポイントを絞った説明にさせていただけれ

ばと思っております。まず契約数全体でございますが、移動系通信、この契約数は引き続
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き増加をしておりまして、今年は昨年度比４.６％増の１億９,５１２万ということです。

ポイントといたしましては、これまでＭＶＮＯ様のシェアがずっと伸びてきてはいたので

すが、昨年の６月以降プラスマイナスゼロが続いておりまして、今期は対前期比で０.１

ポイントの減となっているということでございます。 

 ２つ目のポツは、この移動系通信のうち携帯電話の契約数、こちらも１億９,４３３万

ということで、対前年度比５.２％増となっております。ポイントといたしましては、５

ページ目のグラフを御覧いただきながらお聞きいただければと思いますが、一番上の緑の

折れ線グラフ、これはＬＴＥでございますが、こちらが昨年度末から増加はしているもの

の、昨年９月末をピークに初めて減少に転じています。一方、一番下にある赤い折れ線グ

ラフ、こちらが５Ｇの契約数ですが、こちらは最終的には今１,４１９万と大きく伸び始

めているということで、全体として、ＬＴＥから５Ｇへの移行が契約数ベースでは始まり

つつある様子がうかがえると考えております。 

 事業者数につきましては、昨年２０２０年４月に楽天モバイルが本格サービスを開始し

たことがありまして、現在我が国のＭＮＯは４社、さらにＭＶＮＯの事業者数は２０２１

年３月末で１,５１６社ということで、昨年同期と比べて１１４社増加している状況にご

ざいます。こちらが契約数・事業者数の状況になります。 

 次に、おめくりいただいて、１２ページまで進んでいただければと思います。こちらか

ら、通信料金の動向について説明いたします。まず１２ページ、１３ページは、ＭＮＯ各

社の動きということで、昨年１０月２７日の報告書２０２０の公表、さらにはその同日の

アクション・プランの公表の後にそれぞれＭＮＯ各社様が御発表されて、かつ実際に提供

を開始されていらっしゃる料金の詳細を１２ページ、１３ページに記載させていただいて

おります。それぞれ、オンライン専用プランをはじめ様々な料金の提供を開始されていら

っしゃいます。 

 １４ページは、こうしたＭＮＯの各社の動きと同時期もしくはこれらに続けた主なＭＶ

ＮＯ各社の、新料金プランの発表を時系列順で記載をさせていただいております。各社様、

それぞれ様々な料金プランを発表していただいております。 

 １５ページ目に進ませていただきます。３に書いてあるのは、本ＷＧでも御意見いただ

いて、御議論をその後いただきました、ＭＮＯ各社からの新料金プランの発表を受けて、

公正競争を確保する観点から接続料の適正性を含めてスタックテスト等で検証すべきとい

う御意見を受けて、実際議論が行われました。結論としては、３の一番下に線を引いてご
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ざいますが、データ接続料の３年間で５割減の目標というのを１年前倒しで達成するとい

うことになった事実を記載させていただいております。 

 ここまでの小さなまとめ、小括として、４ということでございまして、報告書２０２０

以降、データ通信を中心とする月額料金について、ＭＮＯ各社から月間通信容量２０ギガ

バイトのオンライン専用新料金プランが発表されたことを皮切りにいたしまして、ＭＶＮ

Ｏ各社様からも低廉な新料金プランの発表が続いており、事業者による料金競争が活発化

してきている様子がうかがえるのではないかというふうにまとめてございます。 

 進んでいただきまして、２４ページ以降は、実際の料金ではなくて、周りの指標等々か

ら料金の評価を説明させていただければと思っております。２４ページ目の５番は、前々

回事務局のほうから発表・報告させていただきました内外価格差調査。こちらで、日本の

スマートフォンの料金水準は諸外国と比べて遜色がないものとなっている、これはもう一

度説明させていただいております。 

 ２ポツ、３ポツ、４ポツ目は、同じ日にＭＭ総研様のほうから発表いただいた携帯電話

サービスの品質に関する国際比較、この内容を再掲させていただいております。３つ目の

ポツは、諸外国の官民機関が行った通信品質に関する国際比較の結果。日本の携帯電話の

通信品質は全体として高く評価されているということと、あとは、アンケート調査による

満足度調査を実施したところ、日本は全ての項目において「非常に満足」、「満足」と回答

した割合が他国と比較して一番低いということであったという結果を再掲しております。 

 おめくりいただいた２５ページ目以降は、幾つかまた指標でございますが、６番は指定

事業者のＡＲＰＵ。ＡＲＰＵにつきましては、契約全体、スマートフォン向けでそれぞれ

１.３％、４.１％の減となっております。実際支払っているお金が減っている。７は、消

費支出から見た通信料金の動向ということです。消費支出における携帯電話通信料は、２

０１７年をピークにして減少傾向にありまして、２０２０年は２０１９年と比べて１％減

っています。８番は、実際に支払った料金そのものではございませんが、消費者物価指数

でございます。４月分の全国消費者物価指数では、ＭＮＯのオンライン専用の新料金プラ

ンの提供開始を受けまして、対前月比では２７.６％の減となっている状況でございます。 

 おめくりいただいた２６ページは、利用者意識の調査でございまして、こちらは３３ペ

ージ、３４ページのグラフを御覧になりながら、説明を聞いていただければと思います。

３３ページのグラフは、前回我々のほうでも説明をさせていただいたもので、月々通信料

金幾ら支払っていますかというアンケートです。こちらは、継続的に減少しているような
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状況にあるというのが、一番右の推計平均を見ていただければ分かるかと思います。 

 次のページは、現在契約している事業者との契約年数の長さ、つまり、いつ乗り換えま

したかということと、今支払っている金額そのものが安いと思うか、納得していると思う

かということをクロスで集計してございます。御覧いただくとお分かりになるように、現

在契約している契約年数が短いほど、最近になって乗り換えた人ほど、料金について「安

いと思う」、「納得していると思う」という回答する方の割合が高くなっている傾向にござ

います。こちらを踏まえまして、また後ほど最後の全体の検討の方向性のところで、だか

ら、どういったことをするべきじゃないのかといったことはまた御説明をさせていただけ

ればと思っておりますので、今はこういった現状の御紹介でございます。 

 次は、３６ページ以降に、こういった新しい料金プランの発表等を受けた利用者の動き

ということで御説明をさせていただきます。 

 ３７ページを御覧いただいて、こちらのグラフが、オレンジ色が新規契約の数、その中

の濃いところがＭＮＰの数で、青い棒グラフが契約解除の数、その中の濃い色のところは

ＭＮＰの数ということです。御覧いただいたように、２０２０年４月以降はほぼ１００万

件弱で推移していましたが、今年２０２１年２月、３月には、昨年の２月、３月を大きく

超える水準で新規契約数が伸びていて、特にスマートフォン向けの新規契約数は今、顕著

に伸びている状況にございます。 

 おめくりいただいた３８ページは、ＭＮＯの３社の新規契約数と契約解除数の推移でご

ざいます。青い折れ線が新規契約、赤い折れ線が契約解除数ということで、ＭＮＯ３社全

体で見ると、赤いグラフ、契約解除数のほうが上にある状況。ただし、スマートフォンで

見ると、大体同じぐらいの状況にある。こちらも、先ほど申し上げたように、今年の２月、

３月は契約解除数も新規契約数も大きく伸びていて、スマートフォンでは特に新規契約数

が大きく伸びている。 

 ３９ページは、ＭＮＯ３社以外の指定事業者ということで、こちらは、青い折れ線グラ

フのほうが原則上にあって、やはり２月、３月は伸びているというような状況にございま

す。 

 こちらを踏まえると、３６ページの下から２ポツ目になりますが、各事業者からの新料

金プランの発表を受けて、事業者を乗り換える動きが活発化していると考えられるという

ように今、考えております。 

 これが全体の状況でございます。次に４１ページを御覧いただきまして、こちらからは、
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新料金プラン等についての分析の内容について御説明さしあげたいと思います。４１ペー

ジは、新料金プラン等と今我々が言っているのは何だという、その定義と説明でございま

す。下から２ポツ目の※に具体的にはあるんですけれども、ＮＴＴドコモのａｈａｍｏ、

ＫＤＤＩ、ａｕのｐｏｖｏ、ＵＱモバイル、ソフトバンクのＬＩＮＥＭＯ、ワイモバイル、

この５つのブランドと料金プランを指して、我々は新料金プラン等と呼んで、これらを対

象に分析を行った結果を説明させていただきたいと思っております。 

 ４４ページまで進んでいただきまして、最初のポツは全体の概要でございます。先ほど

申し上げた５つのサービス、料金プランもしくはブランド、合計の契約数が今年の３月末

時点で約１,１００万。このうちオンライン専用のプラン、これはａｈａｍｏ、ｐｏｖｏ、

ＬＩＮＥＭＯになりますが、この契約数が約９３万ということでございます。 

 この契約数が全体の中でどれほどのインパクトを持っているのかというのが、４６ペー

ジを御覧になっていただきながら説明を聞いていただければと思います。②番と書いてい

ます、携帯電話契約数の中から通信モジュール除いたものというのが１億４,７００万契

約ございまして、このうちの約８割がＭＮＯ３社の新料金プランではない従来からある料

金プランの契約数、残りの２割が新料金プラン等、楽天モバイル、ＭＶＮＯの契約数とい

うことになっております。 

 この２割の中で、ＭＮＯの新料金プラン等というのは契約数のおおむね約４割を占めて

いる状況になっております。加えて、ＭＶＮＯのシェア上位５社の契約数と新料金プラン

等の契約と比較しますと、ＵＱモバイル、ワイモバイル契約数は、ＭＶＮＯのシェア１位

の事業者よりも大きい状況。また、本年３月にサービスを開始したＭＶＮＯ各社のオンラ

イン専用のプラン、こちらの契約数の合計もＭＶＮＯ上位各社の契約数に匹敵するような

水準となっている。ということを踏まえますと、４４ページの下から２ポツ目ですが、特

にＭＶＮＯ事業者に与える影響は契約数の面から見ても小さくない、こういうことが契約

数の面からもうかがえるのではないかというように考えております。 

 続きまして、４７ページを御覧いただいて、こちらは２０２１年３月の１か月間に新料

金プランに転入・転出したその件数の内訳、どこから転入・転出をしているのかを表す図

になっております。左の図の新料金プラン等と書いてある、この横長の丸のところに向か

っているオレンジ色の矢印がそれぞれ、上から下に向かっている矢印は、同じ会社の中で、

ドコモであれば、ドコモのほかの契約、料金プランからａｈａｍｏに移ったというような、

同じ会社の中で移行した数。下から上に向かっているのは、ほかの携帯電話事業者から新
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料金プランに移った方。これはＭＮＰの数をもってほかの事業者から移った数というふう

に考えております。それ以外に、単純に新規契約分で数が増えた分というのは、左から右

に向かっている矢印で表しております。この棒の太さで、おおむねの乗換え、転入・転出

の割合を表しております。 

 こちらの結果を円グラフにしたものが左の（１）番でございます。御覧いただくように、

多くの移行というのが自社内での移行となっている様子が分かります。特にオンライン専

用プランにつきましては、２０２１年３月の１か月間ですが、ほぼ全てが同じ事業者から

の移行となっている状況にあります。 

 ４５ページに、こういった状況の評価をしておりまして、３月の状況を見る限り、こう

いった新料金プラン等というのは、主としてＭＮＯ内のより高額なプランからの移行に対

する受皿として機能しているのではないかと。ただし、こちらも、４５ページの下から３

行目以降にあるように、従前であればＭＶＮＯに乗り換えていたかもしれないＭＮＯの利

用者が、新料金プラン等に移行することでＭＮＯにとどまっているということも考えられ

るのではないかと考えております。ここまでが、実際に事業者の方々から頂いたデータに

基づく分析でございます。 

 ４８ページをお開きください。ここからは、今年２０２１年６月１日から３日にかけて

行った利用者意識調査の結果について御紹介をいたします。 

 おめくりいただいた５０ページを御覧ください。こちらの左の円グラフが、皆さんに、

新たな料金プランについて既に乗り換えていますか、今後乗り換えたいと思っていますか

といったことを聞いた結果になっております。この左の円グラフの濃い赤いところの９.

５というところが既に乗り換えている人で、１２.８と１４.７は今後乗り換えたいと考え

ている、もしくは乗り換えるつもりだが乗り換える先は検討中と回答した方になっており

ます。全体で見ると、４割近くの方が、新料金プラン、新たな料金プランについて乗り換

えた、もしくは乗り換えたいと思っているという状況になっております。 

 おめくりいただいた５１ページ、これが先ほど御紹介したアンケートで「既に乗り換え

た」と回答した方、４６５あったんですけれど、この方々がどこからどこへ乗り換えたか

ということを表した図になっております。４６５の「乗り換えた」という回答を１００と

しまして、それぞれの割合で今こちらの表の中には数字を入れております。 

 例えばですけれども、左上の１６.５という赤いセルの中の数字があると思いますが、

これはＮＴＴドコモの既存の料金プランからａｈａｍｏに乗り換えた人の割合を示してい
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ることになっております。御覧いただくと、左上から右下にかけて線のような形で、割合

が高い赤いセルが並んでいる様子を見てとれると思います。これは申し上げたようなドコ

モからａｈａｍｏ、ａｕからｐｏｖｏといったような、同じ事業者の中で乗換えをした人

たちのところがやはり割合が高くなるということが見てとれますので、先ほど御紹介した

実際の数字とも符合するのかなと考えております。 

 さらに、ポイントといたしましては、楽天モバイルに移行したといっているところが、

いろいろなところから移行したところが、割合が高くて色がつくようなセルになっている。

これが実際に既に乗り換えた人の動きでございます。 

 次のページ、５２ページを御覧いただいて、こちらは今後乗り換えたいと思っている、

もしくは乗り換えたいけれどもまだ乗換え先は検討中という方々に、今検討している乗換

え先を聞いております。こちらも同様に、左上から右下に向かって色がついているセルが

並んでいるということで、同じ事業者内での乗換えということを考えている方が多いんで

すけれども、これも特徴を見ますと、やはり楽天モバイルの色がついたセルが多いなとい

うことと、あとは、ＮＴＴドコモのａｈａｍｏを乗換え先として検討している方が多い状

況になっております。 

 おめくりいただいた５３ページ目は、乗り換えるつもり、もしくは乗り換えた方の理由

でございますが、「料金が安いから」というのが圧倒的な理由になっております。 

 おめくりいただいた５４ページ目は今度、「乗り換えない」という方にその理由を聞い

たところ、上の２つは、特に理由はない、もしくは不便を感じていない、積極的な不満は

ない回答だったんですけれど、３番目、４番目は、手続を行うことが面倒だ、もしくはキ

ャリアメールが使えないからと言った理由を挙げていらっしゃる方が多い結果になりまし

た。これもまた併せて、今後の検討のところで評価をしながら、今後の検討の方向性につ

いて説明させていただければと思います。 

 しばらく説明を省略させていただいて、飛ばしていただいて、６２ページまで飛んでい

ただけますでしょうか。ここからはちょっと違うテーマですが、通信事業者の経営状況に

ついて、簡単に説明をさせていただきます。６２ページは大手通信事業者の経営状況とい

うことで、ＭＮＯ３社の２０２０年度の売上高、これは昨年度と比べても大きく変わらな

い。また、営業利益もしくは営業利益率についても、大きな変化は見られず、それぞれ利

益率については２割前後ということになっております。トピックとしては、上から４つ目

のポツで、昨年度は、先ほど御説明したように携帯電話料金の値下げを各社されましたの
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で、こういった影響で２０２１年度の通信事業については減収となる見込みであるといっ

た発言があったということと、上から５つ目のポツですが、３社それぞれ、非通信事業の

営業利益は増加しているというような経営状況にございます。 

 おめくりいただいて、７２ページを御覧ください。代理店の経営状況でございますが、

こちらについては、売上高は各社減少ですが、営業利益については増加している社、減少

している社、それぞれいらっしゃって、営業利益率はおおむね５％で推移しているという

ことでございます。 

 ここまでが現状の説明でございまして、これをもう一度振り返ったりまとめたりしなが

ら、８０、８１、８２と３ページで今後の方向の検討性の案を示させていただいておりま

す。８０ページを御覧ください。まず、最初のポツは、ＬＴＥから５Ｇへの移行が始まっ

ているという話でございます。 

 ２つ目のポツは、次に御説明さしあげた料金の値下げの話でございます。申し上げたよ

うに、上から２行目でございますけれど、ＭＮＯ３社からオンライン専用プランを発表さ

れたことを皮切りに、本年２月以降、ＭＮＯ及びＭＶＮＯ各社から従来よりも低廉な料金

プランの提供が開始されており、新たな競争の一角となりつつある新規参入事業者も含め

て、料金競争が活発化してきていると評価できるのではないかと今書いてございます。 

 ３ポツ目は、申し上げた、オンライン専用の新料金プランについての評価でございます。

オンライン専用という形態を取ることによってコストを削減する。これで料金の低廉化を

実現しつつ、例えば一部の事業者の方ですと、必要とする利用者には別途有償で対面のサ

ポートを選択肢として提供している、もしくは海外ローミング料金を無料にする、もしく

はトッピングという形で、音声通話かけ放題や１日データ使い放題といったようなオプシ

ョン・選択肢を提供する、もしくは音声通話アプリの利用料を無料にすると、それぞれ各

社が工夫を凝らした様子がうかがえるのではないかというふうに考えております。 

 この工夫の結果、どういったサービスに幾らの料金を支払っているのかということが以

前よりも分かりやすく理解できる効果があるのではないかというふうに考えています。社

会全体として、特にＩＣＴリテラシーを有する利用者にとっては新たな選択肢の１つとな

ることが期待されるのではないかというように今考えております。 

 おめくりいただいた８１ページ、これは、１ポツ目は先ほど申し上げたように、今年の

２月、３月に新規契約・解約が伸びておりますので、事業者を乗り換える動きが活発化し

ていると考えられるのではないかという点。もしくは、これも説明さしあげたように、利
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用者の意識調査で、乗換えの時期が近い者ほど、安い、納得している。これは裏を返すと、

乗り換えてない方というのは、納得していない、高いと思っているのに乗り換えてない方

もいらっしゃるので、その理由については、手続が面倒くさい、もしくはキャリアメール

がという話もありましたので、２ポツの最後ですが、この後説明させていただくスイッチ

ングコストの低下に向けて引き続き取組を進めることが必要ではないかというように御検

討いただければと思っております。 

 その下のポツは、併せて総務省においてポータルサイトで情報の発信に努める、もしく

は利用者の乗換えに関する相談・サポートに応じるような機能の実現に向けた取組を進め

るべきではないかといったような御提言をいただければというように考えておるところで

ございます。 

 次の８２ページが最後でございます。最初のポツは、新料金プランの現状についてもう

一度、同じ会社の中でより高額なプランからの移行に対する受皿として今現状は機能して

いるんじゃないかという傾向がうかがえる。ただし、これも御説明申し上げたように、契

約者数で見ると、ＭＶＮＯの契約者数と比べても遜色のない規模でございますので、ＭＶ

ＮＯ事業者に与える影響は小さくはない。 

 さらに、オンライン専用の新料金プラン、これは開始されたのは２０２１年３月でござ

いますので、さすがに３月までのデータというのは蓄積として十分なものとは言えない。

このため、今後とも、実際の４月、５月、６月とデータを取得して分析して、実際の利用

者の移行はどのように進むのか。特にＭＶＮＯとの競争環境に与える影響について分析・

検証を継続していく必要があるのではないかという御提言をいただければと考えておりま

す。 

 次のポツはちょっとまた違う話になるのですが、５Ｇへの移行に伴って今後より大容量

の料金プランの需要が高まっていくことも想定されますので、引き続き大容量もしくは５

Ｇの料金プランは今後一層注視して、国際的に見て遜色のない水準となっているかどうか

ということも含めて、毎年状況を確認していく必要があるのではないか、こういった御提

言をいただければと考えております。 

 最後は、前々回御説明さしあげた音声通話料金についてでございます。こちらも通信市

場の観点からも、料金面での競争が進んでいるかどうか、こういったことも含めて今後の

競争環境について確認していくことが必要ではないかといった御提言をいただければとい

うように思っております。 
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 私からの説明は以上でございます。ありがとうございました。 

【新美主査】  どうも御説明ありがとうございました。それでは、質問あるいはコメン

トございましたら、御発言よろしくお願いいたします。チャットにて御合図ください。 

 いかがでしょうか。それでは、北さん、コメントよろしくお願いいたします。 

【北構成員】  野村総研の北です。御説明ありがとうございました。コメントなのです

が、この取りまとめられた内容全般にわたって、キャリア間の乗換え、ＭＮＰが増えるこ

とを以て競争が活性化していると定義しているように読み取れてしまうんですよね。 

 消費者から見れば、自分に最適な料金プランに変更できる、最適な料金プランになると

いうことが目的なのであって、その際に、キャリアを替えるのか、同じキャリアでプラン

変更するのか、これが自由に選択できればいいわけです。だから、最も大事なことは、キ

ャリア間のスイッチングコストを低下させることであって、低下していれば、自社のユー

ザーが簡単に他社に移行できてしまうので、キャリアは自分のユーザーが他社に移行しな

いように料金を低廉化するとか、サービス品質を高めるとか、付加価値の高いサービスを

提供する、そういった努力を行うわけです。 

 ですから、キャリアの乗換えやＭＮＰは、競争が活性化しているということを示す指標

の１つにすぎないと考えるべきだと思います。同じキャリアの中でのプラン変更というも

のも、十分競争が活発化しているということの指標になると思います。 

 以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございます。確かにおっしゃるとおりで、１つの現象として

ＭＮＰの動きを見るべきで、これが指標として全てではないというのは非常に重要な御指

摘だと思います。 

 それでは続きまして、大谷さん、コメントお願いいたします。 

【大谷構成員】  日本総研の大谷でございます。御説明ありがとうございました。非常

に多岐にわたるテーマについて、ファクトを丁寧にすくい上げていただきまして、定点観

測としても非常に意味のある御報告になっていたと思います。 

 もともとこの競争ルールの検証という点では、私自身は、ＭＮＯが新料金プランを出し

てきたことによって、ＭＶＮＯの競争環境にどれほど影響があるのかということを知りた

いという問題意識を持って検討に参加させていただいていたわけなのですけれども、今回

整理していただいたように、これは資料でいいますと８２ページのところになるかと思い

ますが、「ＭＶＮＯ事業者に与える影響は少なくない」というふうに書いていただいてい
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まして、ただ、検証に用いたデータがまだ十分なものとは言えないので、これからも見て

いかざるを得ないということが述べられていまして、結論としてはそういうふうに述べる

しかないと、この整理の仕方に賛同してはいるのですけれども、これからやはり最も重視

していかなければいけないのがこの点ではないかと思っております。 

 極めて丁寧に分析していた５１ページから５２ページの、もともとどこからどこに乗り

換えたのかというところを見てみましても、ＭＶＮＯへの乗換えをこの機会に選択したと

いう方はとても少なくなっております。他方、ＭＶＮＯさんも、営業上の工夫をしていた

だいて魅力的なメニューをたくさん御用意いただいているということもありますので、Ｍ

ＮＯとＭＶＮＯの関係というのをこれからもしっかり見ていく必要があると思っておりま

す。 

 その点で、今日後ほど検討することになると思いますけれども、報告書の骨子、見出し

をまとめていただいていますけれども、あの中でもやはりＭＮＯとＭＶＮＯの関係をどう

いうふうに捉えるかということをきっちりメッセージとして伝わるようにまとめていく必

要があるのではないかと思っているところです。 

 あと、１点簡単な質問なのですけれども、最初の金額の部分を見て、消費支出に占める

割合が下がってきたという傾向について分析していただいておりまして、資料では３１ペ

ージにグラフもまとめていただいているところですが、２人以上世帯のうち勤労者世帯と

いうことで全体像を必ずしも写し取ったものではないなといったところが、定点観測とし

てはこの数字を引き続き見ていくことは必要だと思っておりますけれども、ここで捉えら

れていない、年金収入のみの世帯などの消費支出の状況に占める割合とか、そういったと

ころも含めて何か分かりやすい指標があればいいなと思っているところです。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

【新美主査】  どうもありがとうございました。それでは、大橋さん、どうぞ御発言を

お願いいたします。 

【大橋構成員】  ありがとうございます。今回非常に丁寧に分析もしていただいて、あ

りがとうございます。 

 ８１ページ目の最後のポツで、正確な情報がきちんと消費者に届くことが重要なので、

総務省としてもポータルサイトを通じて発信に努めるという点は非常に重要だと思います

が、他方で、スイッチしない理由というのを利用者の意識調査の中でいただいていますけ

れども、例えば移行先の料金が高いから行かないとか、データ容量が今で適切だとかとい
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うお答えになさっている方がいらっしゃるわけですけれども、これ、本当にそうなのかと

いうのは実際データを取ってみると面白いのかなと思っています。 

 つまり、情報が、発信しているんだけど、消費者にどう受け止められているかというの

はなかなか分からないところがあって、こういうところというのは一体何のプランに入ら

れているのかというのがすごく重要だと思うんです。分析の深掘りになっちゃうとは思い

ますが、今後、情報の発信あるいは受け止め、あるいは心理的なものも含めて、いろいろ

スイッチングというのはあるのかなと思っていまして、今回分析の端緒をいただいたかな

という感じがします。基本的には民間事業者が間に介在する、インターミディエーターみ

たいな人たちがいろいろサービスを提供するというのがあるべき姿かなとも思いますけれ

ども、それまでの間、行政がこうした形でブリッジを架けるというのはそれなりに意味が

あるかなと思いました。 

 ありがとうございます。 

【新美主査】  どうもありがとうございます。それでは、佐藤さん、どうぞ御発言お願

いいたします。 

【佐藤構成員】  佐藤です。全般的に、今回の報告では今まで以上に詳細なデータを分

析されているので、非常に分かりやすかった、市場の動向がよく見えたということだと思

います。 

 あと、北構成員が言われたように、やはり最終的に料金やサービスの選択肢がいろいろ

増えて、結果的に消費者が合理的な選択をして移行していく、プランの移行がしやすくな

るということが大事だとは思います。 

 あと思ったことは、競争ルールの検証ということでもあるので、やはり料金が下がる、

料金競争が起こる、そういうことの前提として、競争ルールが整備されて、競争が機能し

た結果、そのようなことが起こっている、そういう流れ・つながりを見ていくことがもう

一つ大事だと思っています。 

 そういう意味で、８１、８２ページ辺りに示されているのは、まだまだスイッチングコ

スト低下に向けて取り組むべき課題があるということ、最後のページでは、ＭＶＮＯとの

競争環境に関して、イコールフッティングが成り立ち競争が長期的に機能するような状況

になっているかどうかも見なければいけないということ。あるいは最後のところについて

は、データ通信と、ここは音声通信等ですかね、まだまだ政策的に必要な議論があります

ということだと思います。これは大谷さんが言われたことに近いかと思いますが、やはり
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競争ルール自体の整備、結果的に消費者選択が増え、料金が下がってというようなことが

起こっている、その流れについて意識して検証を進めていきたいと思います。 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは、中央大学の西村さん、御発言お願い

いたします。 

【西村（暢）構成員】  中央大学の西村でございます。御説明ありがとうございました。

非常に分かりやすく、数値も極めて客観的に集めていただいて、表現されていたのではな

いかなと思っております。 

 １点、コメントということで発言をさせていただければと思います。例えば１５枚目の

最後のところで、事業者の料金競争が活発化しているというような文章もございますし、

恐らくその根拠としては、メニューが増えたということ、あるいは料金がそれ自体もしく

は料金周りの指標から見て低廉化しているというようなことがあろうかと思いますが、や

はり料金競争といったような現象を表現するときに、どこの誰と誰の料金競争なのか。つ

まり、先ほど来議論になっておりますサブブランド、ＭＶＮＯなどの間の競争を捉えて言

っているのか、それとも、モバイル全体で捉えて言っているのか、少しこの点、実はＭＶ

ＮＯへの影響が小さくないと表現されているところも、どんな影響なのかということを今

後どう表現していくのかという課題にもつながってくるかと思った次第でございます。 

 以上でございます。 

【新美主査】  どうもありがとうございます。ほかに御発言の御希望ございませんでし

ょうか。なければ、次の議題に移りたいと思います。 

 それでは続きまして、議題（２）の検討の方向性（案）（スイッチングコストに関する

事項）について、事務局から御説明をいただきたいと思います。よろしくお願いします。 

【仲田料金サービス課課長補佐】  事務局でございます。資料２「検討の方向性（案）

について（スイッチングコストに関する事項）」を御覧ください。 

 １ページ目、目次を御覧ください。今回、これまでの取組ということで、前回の報告書

２０２０からの取組の状況、それから、そのほかのスイッチングコスト、主なものといた

しまして、オンライン解約等、端末補償サービス、その他としております。これに加えま

して、総論ということでまとめのパートを御準備しております。 

 それでは、２ページを御覧ください。まずはこれまでの取組ということで、モバイル市

場におけるスイッチングコスト低廉化に係る最近の動向をおまとめしております。（１）
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ということで、改正電気通信事業法による行き過ぎた囲い込みの是正についてでございま

す。２０１９年１０月に改正法が施行されまして、改正法の施行を踏まえて、違約金の引

下げのみならず、期間拘束つき料金プラン自体を撤廃する等の動きもございます。他方で、

前回御議論いただきましたとおり、既往契約につきましては、種類によるものの、本年３

月末時点で５割以上残っているなど依然として乗換え時の障壁が残されているというよう

な状況でございます。一番下、なお書きで記載しておりますけれども、適合契約に係る違

約金につきましては、違約金を伴う期間拘束契約そのものが撤廃されるような動きも出て

いるところでございます。 

 続きまして、３ページ目でございますけれども、競争ルールの検証に関する報告書２０

２０以降の動きといたしまして幾つか御紹介をしております。昨年１０月に総務省におい

てはアクション・プランを公表しておりまして、これに基づきまして取組も進めておりま

す。また、公正取引委員会及び消費者庁とも連携・協力をして二大臣会合が開催されまし

た。 

 ＭＮＰ手続につきましては、本年４月１日にガイドライン改正をいたしまして、手数料

の原則無料化及び手続の２４時間化、過度な引き止め行為の禁止等が義務づけられており

ます。また、事業者間の乗換え時のスイッチングコストではないものの、ＫＤＤＩ及びソ

フトバンクにおいて設けておりました事業者乗換え時と類似の手続・手数料につきまして、

本年３月までに手数料の無料化、また、本年９月末までにはこれらの手続自体を見直す予

定とされております。 

 続きまして、４ページを御覧ください。スイッチング円滑化タスクフォースにおける議

論についてでございます。本年５月にスイッチング円滑化タスクフォースの報告書を取り

まとめていただいております。今回、参考資料といたしましてこちらの報告書本体もつけ

ておりますので、そちらも併せて御参照いただければと思います。 

 簡単に概要でございますけれども、①にございますとおり、まずｅＳＩＭの促進につき

ましては、本年夏頃を目途にできるだけ早期に導入することとされておりまして、現在、

ｅＳＩＭサービスの促進に関するガイドラインを策定する手続を実施しているところでご

ざいます。 

 続きまして、５ページを御覧ください。②とございますけれども、ＳＩＭロック解除の

一層の推進につきまして、今回報告書ではＳＩＭロックの原則禁止の方向性が示されまし

た。これを受けまして、現在、ＳＩＭロックガイドラインの改正手続を実施しているとこ
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ろでございます。改正案の具体的な内容につきましては２０ページにも記載しております

けれども、簡単な内容の御紹介でございます。２０２１年１０月以降には、新しく発売さ

れる端末についてはＳＩＭロックを設定することを原則禁止としております。そのほか、

本年１１月以降、端末へのＳＩＭロック設定の有無を確認できる手段を設けるものとする。

また、２０２２年５月以降には、オンラインによるＳＩＭロック解除の申込みは終日受付

対応とすることなどを改正案には規定をしております。 

 続きまして、③キャリアメールの「持ち運び」の実現に向けた検討についてでございま

す。こちら、報告書におきましては、変更元管理方式によりキャリアメールの持ち運びを

希望する全ての利用者に対して、２０２１年中を目途にできる限り速やかに実現すること

を目指すこととされております。 

 続きまして、６ページを御覧ください。④でございますけれども、ＭＮＰ手続のさらな

る円滑化に向けた検討等につきまして、報告書では現行のツーストップ方式の実施状況に

注視しつつ、今後２年以内をめどにワンストップ化が実施できるよう検討していくことが

適当とされております。これを踏まえまして、今後、関係事業者間で具体的な検討が進め

られることになっております。 

 そのほかでございますけれども、報告書では、解約時に必要な情報を利用者に対して意

図的に隠すなどの行為、ｎｏｉｎｄｅｘのタグを設定するような行為について、利用者の

乗換えを妨げることにより公正な競争を阻害するものであり、事業者が適切かつ合理的で

ない事業運営を行っていることにより、電気通信の健全な発達または国民の利便の確保に

支障が生ずるおそれがあるものとされております。そのほか、総務省においてはガイドラ

イン整備等による禁止の徹底、是正のための取組を行うことが求められております。事業

者におきましても、社内でチェックを徹底し、こうした整備体制を含め必要な対応を取る

こととされております。 

 以上がこれまでの取組の御紹介でして、これ以降、今御説明した内容の参考資料を掲載

しております。また、２５ページ以降にはそのほかのスイッチングコストの現状を御紹介

しておりますけれども、本日は時間の関係で５１ページの検討の方向性から御説明をさせ

ていただきます。 

 ５１ページを御覧ください。まず、オンライン解約についてでございます。オンライン

解約につきましては、重要事項の説明など、法令上より厳格な手続・説明が求められる新

規契約手続についてオンライン対応可能としている場合には、より簡易な手続で済むはず
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の解約の手続をオンラインで対応しないことについて合理的な理由は見いだし難いとさせ

ていただいております。また、消費者トラブルの可能性についても指摘されているところ

でございますけれども、利用者の方が十分に理解をした上で解約をしようとする場合、そ

れを原因としてオンライン解約の手続を設けないことを正当化することにはならないとい

うことで、おまとめしております。 

 「このため」とございますけれども、少なくともオンラインで新規受付をしているので

あれば、利用者利益の確保の観点から、利用者が望む時間・タイミングに解約できるよう

にするための目的として、オンライン解約手続が求められるのではないか。これにより、

利用者のスイッチングコストの低下にもつながると考えられることから、公正な競争の促

進の観点からもオンライン解約手続が求められるのではないかとしております。 

 この点、ＭＮＯ４社のうち、ＮＴＴドコモ、ソフトバンク及び楽天につきましては、現

時点において全てのプランについてオンライン解約に対応しております。ＫＤＤＩにつき

ましては、２０２１年度中に対応するとしています。 

 「この際」でございますけれども、単にオンライン解約に対応さえすればいいというこ

とではございません。オンライン解約を行った場合に、利用者が解約における内容を十分

に把握せずに不利益を被るといったトラブルが発生することを懸念する指摘がなされてお

ります。 

 続きまして、５２ページを御覧ください。このため、事業者においては、オンライン手

続や説明の内容が利用者の確実な理解に配慮したものになるよう不断の改善に取り組むこ

とが求められるのではないか、また、トラブルが生じないように対策を徹底することが求

められるのではないかとしております。なお、この点につきましては、引き続き状況を確

認していくとともに、消費者保護検討会における議論を注視していくことが適当ではない

かとさせていただいております。 

 続きまして、５３ページ、端末補償サービスについてでございます。ＭＮＯ３社は、一

部のブランド、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩのａｕ、ソフトバンクのソフトバンクにつきまし

て、提供している端末補償サービスの見直しを行い、非回線契約者への端末補償サービス

の提供、また、回線継続条件の撤廃をすることを検討・準備しているところでございます。 

 これにより、まず②とございますが、回線契約者のみを対象としていることについて、

こちら解消されるとしましたら、事業法第２７条の３の規律との関係で、回線契約者と非

回線契約者との間の形式上の条件の差異は解消されることになります。また、③でござい
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ますが、回線契約の継続を条件としていることについて、事業者を乗り換える際に、端末

補償サービスも継続して利用できるようになります。これによりまして、端末補償サービ

スによる通信回線への条件面での制限は解消されると考えられるのではないか。 

 報告書２０２０では今御紹介しました②及び③が実現されていない状況において、①の

端末補償サービスの加入が購入時に限定されている場合には、事業者の乗換え時の制約に

なり得るものとして課題に挙げておりましたが、②と③が実態として解消された場合には、

①の条件が残っていたとしても、事業者の乗換え時の制約は解消されると考えられるので

はないかとしております。 

 続きまして、５４ページでございます。引き続き端末補償サービスでございますけれど

も、③の回線継続条件につきまして、端末販売を回線契約者に限っているＮＴＴドコモの

ａｈａｍｏプランにつきましては、本年夏に③の条件を撤廃することが表明されておりま

す。他方でＫＤＤＩのＵＱモバイル及びソフトバンクのワイモバイルについては、③の条

件が残されている状況でございます。 

 報告書２０２０では、端末補償に係るサービスについて、事業者が提供する以外にも端

末メーカーや保険会社が直接提供している例もあるものの、現状において端末の多くが代

理店で販売されている中で、これらのサービスの加入の手続を別に行わなければならない

のであれば、利用者にとっては使いづらいものとも考えられるとしています。また、メー

カーが提供するものについては、購入日から一定の期間内でなければ加入できないですと

か、保険会社が直接提供するものについては、サービスの内容が補償金の補填にとどまり、

代替機の提供がないなど、ＭＮＯと同等のサービスを提供する代替的な選択肢とは断言で

きないのではないか。 

 これを踏まえますと、③回線継続利用条件については、事業者乗換え時の制約になり得

るのではないか。そうだとすれば、事業者においては解消に向けた取組を検討することが

求められるのではないか。また、総務省としても、スイッチングの問題として関連の状況

を注視していくべきではないかとしております。 

 また、同じページの一番下でございますけれども、今後ＭＮＯ３社が②及び③の対応を

開始するに当たっては、端末補償サービスについても同様に非回線契約者も加入可能であ

ること及び回線の継続利用条件がないことについて周知を徹底することが求められるので

はないか。また、総務省において課題が生じていないかについて確認を行うことが適当で

はないかとしております。 
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 続きまして、５５ページを御覧ください。端末の機能制限についてでございます。先ほ

ど御紹介いたしましたとおり、ＳＩＭロックの原則禁止により、利用者が使用している端

末のまま事業者を乗り換えることが容易になることが期待されます。加えて、現在意見募

集のガイドラインにおきましては、利用者の権利を制限し、事業者の競争を阻害する行為

を有するＳＩＭロック以外の端末に設定された機能制限についても、事業者に対してガイ

ドラインに準じて対応することを求めております。公正取引委員会もこの点、合理的な理

由なく端末上の制限を課さないことが競争上望ましいとされています。事業者においては、

自社が販売する端末についてこうした機能制限が設けられることのないよう、自主的に点

検を行い、課題が認められる場合には必要があれば是正を図ることが必要ではないかとし

ております。 

 その一方で構成員からは、ＳＩＭロックが解除された端末でも事業者が端末を自社の周

波数帯に応じた仕様としているため、他社で使用できない場合があることが指摘されてお

ります。この点、事業者は、事業者において端末に対応する周波数帯の制限を行っている

ということはなく、自社以外の周波数帯に対応するかどうかはメーカーの判断に委ねてい

るとしています。 

 この点、公正取引委員会の報告書では、ＭＮＯ３社が端末メーカーに新規参入事業者の

周波数帯等に適合しない端末を製造させることにより事業活動を困難にさせるなどの場合

は独禁法上問題となるおそれがあること、また、端末メーカーにおいても、新規参入事業

者の周波数帯等にも対応する端末を製造することが競争上望ましいとされています。総務

省においては、ＭＮＯ３社が販売する端末の対応周波数帯等について、事業者乗換え時の

スイッチングコストになっていないか、状況を注視していくことが適当ではないか。 

 なお、この点につきましては、周知について構成員から御意見をいただきました。事業

者においては自主的な行為として取り組むことが想定されておりますけれども、各事業者

においては、消費者保護検討会での議論を踏まえて具体的な対応を検討することが望まし

いのではないか、総務省においても適切な周知を行うことが適当ではないかとしておりま

す。 

 続きまして、５６ページを御覧ください。他サービス（電気、ガス、保険、コンテンツ

等）とのセット販売による割引でございます。こうしたセット販売につきましては、それ

ぞれ単独で加入した場合と比較して料金が割引となる特典等を提供している例がございま

す。こちら、３８ページから４３ページまでに各社のセット販売の例を記載しております
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ので、併せて御覧ください。 

 このようなセット販売による割引について、ＭＮＯ３社は、キャリアフリーのサービス

であること、また、ペナルティーを課していないこと、セット販売が一般的な商慣習であ

ることなどを理由に、セット販売が乗換え時の制約にはなっていないとしています。一方

でＭＶＮＯは、ＭＮＯとＭＶＮＯの事業規模の違いも考慮し、セット販売によって乗換え

が阻害される場合には課題の解消が必要であるとしております。総務省においては、囲い

込み効果を有するものがないか、引き続き状況を注視していく必要があるのではないかと

しております。 

 続きまして、５７ページを御覧ください。利用者利益または事業者間の公正競争を阻害

するような措置への対策でございます。先ほど御紹介いたしましたスイッチング円滑化タ

スクフォースの報告書におきましては、ｎｏｉｎｄｅｘのような事案が確認されたことを

受けまして、事業者に対しては、こうした声がないか社内でチェック体制を徹底し、その

ための体制整備を含め必要な対応を取ることを求めております。 

 具体的な取組として、一部の事業者においては、利用者の意見を吸い上げて社内での検

討に活用するといったような対応が行われているということでございますが、事業者にお

いては、事業者内の自浄作用が働くよう自主的・積極的に徹底した対応を取ることが求め

られるのではないか。また、総務省においては、このｎｏｉｎｄｅｘの例のように、乗換

えを妨げることにより利用者の利益や公正な競争を阻害するおそれがあるものについて、

都度、事業者に対して是正を求めるのではなく、ガイドライン整備をするなどして禁止の

徹底を図っていくことが求められるのではないかとしております。 

 また、昨年から本年にかけて、ＭＮＰやＳＩＭロックのルール見直しに当たり、オンラ

イン手続の２４時間受付の義務化をガイドラインに規定することとしております。オンラ

インの場合には、少なくとも受付については人員を介さずに手続を受理することができる

はずであり、基本的に２４時間対応できないことについて合理的な理由は見いだし難いの

ではないか。このため、合理的な理由がない限り、原則として全てのオンライン手続につ

いて少なくとも２４時間の受付対応が求められるのではないかとしております。 

 最後のページでございます。５８ページになります。以上、前回報告書２０２０の公表

後のスイッチングコスト低減の状況についてでございました。また、その状況についてま

とめております。まず、事業者乗換え時のコストについては、手続面・費用面の両方の観

点から、一定程度低減が図られてきているのではないか。他方で、期間拘束契約の違約金



 -21- 

については、適合していない既往契約について、既往契約の種類によって状況は異なるも

のの、依然として５割以上残っており、競争上の影響が大きいことから、事業者において

は自主的に解消に向けた積極的な取組を行うことが求められるのではないか。また、スイ

ッチング円滑化タスクフォースで方向性が示されたものにつきましては、総務省において

は必要な制度整備等について速やかに対応を行うことが求められるのではないか。事業者

においても、速やかに積極的な取組を進めることが期待されるのではないか。 

 そのほか、事業者が今後解消するとしている事項についても、総務省は事業者の実際の

取組状況に加え、課題が解消されているかについて確認していくことが必要ではないか。

これまでモバイル市場における一つ一つの課題について解消に向けた取組が行われてきた

ものの、依然としてスイッチングコストになるおそれがあるものは残されております。総

務省においては引き続き、スイッチングコスト低廉化を通じた公正な競争環境の整備を進

めていくべきではないか。具体的には、これまでの各社の取組状況や今後の取組予定に加

えて、スイッチングコストになるおそれがあるものについて把握・確認をした上で、課題

の解消に向けた取組を進めていくことが求められるのではないか。また、事業者において

は、スイッチングコストになるおそれがあるものについても、課題の解消に向けた自主的

かつ積極的な取組が求められるのではないか。 

 すみません、長くなりましたが、以上、スイッチングコストに関する論点でございまし

た。御議論のほどよろしくお願いいたします。 

【新美主査】  御説明ありがとうございました。それでは、ただいまの説明につきまし

て、御質問、コメントをご希望の方は、どうぞチャット欄で合図をしてください。よろし

くお願いします。 

 いかがでしょうか。それでは、相田さん、どうぞ、御発言をお願いいたします。 

【相田主査代理】  ５５ページの内容に関して、これは本ＷＧより消費者保護検討会の

ほうで扱うべきことなのかなと思うんですけれども、ちょっと各社さんの、各社さんと言

っても３社さんぐらいですけれども、サービスエリアマップの絵を見てみたんですけれど

も、５Ｇでミリ波がこれからどうなるのかとかいうようなところについて、一部機種はサ

ービスエリアが異なります、対象機種の対象エリアはこちらとかいう形で、やっぱり自分

の売っている端末であったとしても、機種によってサービスエリアが違うというようなこ

とが書かれているというようなことでもって、もっとやっぱりこの機種というのを入力す

ると、この機種はどこで使えますよというのがぱっと画面に出てくると、何かそういうよ



 -22- 

うな環境をもう少し整えていただく。それに当たっては、可能ならば他社が売っている機

種についてもちゃんとそれが表示されるようにすると。そういうような環境をつくってい

かないと、これから５Ｇでミリ波対応というのがなったときに、結局、自分の機種は５Ｇ

使えるのかどうかというのが極めて分かりにくい状況になっているのではないかなと思い

ました。 

 それからあと、ここら辺のところを根本的に解決するには、ここら辺という意味は乗換

えのときのという意味ですけれども、それにはやはりプラチナバンド等の再割当てという

ようなことを考える必要があるということで、これについては本当に競争上の問題という

ようなことでもって、昔、自分はプラチナバンドを持ってないのでと強くおっしゃってい

た事業者さんとかいらっしゃいましたけれども、やっぱり基本的にはそういう、特にプラ

チナバンドについては、どの事業者に対しても、どういう基準に沿ってかは分かりません

けれども、公平に割り当てるというようなことをやっていくということが、競争環境を整

えるという意味では重要なことなんじゃないかなと思いました。 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。大変貴重な視点だと思います。また、消費者保

護検討会のほうにボールを投げるべきだというのもそのとおりだと思いますので、これは

事務局とすり合わせていただくようお願いしたいと思います。 

 それでは続きまして、中央大学の西村さん、御発言よろしくお願いします。 

【西村（暢）構成員】  中央大学の西村でございます。コメントを１点でございます。

今回のスイッチングのまとめにつきましては、この方向性でよろしいのかなと思っており

ますとともに、やはりスイッチングの円滑化の取組が進むと、さらに難しい問題が浮き彫

りになってきたということを印象として受けております。 

 例えば３３枚目、それから、５５枚目などの、つとに既に指摘がありましたとおり、公

正取引委員会もしくは独占禁止法上の問題として、ＭＮＯからの端末メーカーへの様々な

働きかけが競争に対してどのような影響を及ぼすのかといった点が非常に難しい問題では

あろうかと思っています。事業法ではなく、もしかすると独占禁止法の分野で公正取引委

員会による法執行というのが、極めて困難な検証あるいは検討をしなければならないのか

とは思いますが、待たれるのかなと思っております。特に５６枚目のセット販売による割

引については、これはもう本当にステークホルダーが増えていくため、電気通信事業法だ

けでカバーできるものではなく、独禁法の出番ではないのかなというような印象を受けま
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した。 

 以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは、佐藤さん、どうぞ御発言お願いしま

す。 

【佐藤構成員】  佐藤です。全体的に説明を伺って、まだまだスイッチングコストにつ

いてはいろいろな課題が残っていると思いました。そこで、各社の対応を見ると、オンラ

イン解約でも、ＫＤＤＩだけなかなか対応していただけないとか、あと、端末補償サービ

スのところでも、対応している企業と対応できていない企業があるということ。そこで、

このように対応していない企業に関しては、どういう合理的な理由があって対応できない

のかといったことを、総務省として確認はされているのですかという質問になります。 

 コメントとしては、報告書の最後のほうに、やはり、事業者の実際の取組を見ていきま

すといったことが書かれているのですが、事業者の現実的な取組について非常に消極的な

ものも多くて、あるいは企業によって取組の姿勢が大きく異なるので、事業者に任せてい

るだけではなかなか進まないと判断できる部分があるように思います。したがって、進捗

状況を見ながら、必要に応じて必要なアクションを政策的にも取る必要があるなと思うと

ころです。 

 最後に、相田構成員が言われたことと近いのかもしれませんけれど、今すぐとは申しま

せんが、例えばスイッチングコストですが、適切な対応が望まれる一つ一つの項目に関し

て、この企業は対応しているけど、この企業は対応できていない、対応できていない企業

についてはできない理由が説明されているかどうか、そういうことを見ていくことの必要

があるのではないか。さらには、有限な周波数を割り当てるといった判断のときに、各社

が公正競争に積極的に貢献するような仕組みを付加していくようなことも考える必要があ

ると思っています。 

 以上です。 

【新美主査】  どうもありがとうございます。それでは、質問の点について、事務局か

らお答えいただけたらと思います。よろしくお願いします。 

【仲田料金サービス課課長補佐】  事務局でございます。佐藤先生から御指摘いただき

ましたオンラインの解約手続や端末補償サービスにつきましては、仰せのとおり、現行、

事業者間で対応が異なっているところでございます。この２点につきましては、対応開始

時期は異なるものの、事業者様におかれましては対応予定というふうには伺っております。
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今後、対応時期だったり、あるいは対応できないというようなお話があった場合には、合

理的な理由があるのかという点について、御指摘ありましたとおり、しっかり総務省とし

ても確認していこうというように思っております。 

 以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは、全相協の西村さん、御発言お願いし

ます。 

【西村（真）構成員】  全相協の西村です。ありがとうございます。ＳＩＭロック解除

については、かなりきれいにまとめられて、なおかつ２０２３年９月末できっぱり解決す

るという道筋が明瞭に示されていますので、大変歓迎いたしております。ぜひできる限り

前倒しで対応いただきたいというお願いもあります。 

 あと、全体的なお話ですが、スイッチングコストの低減というのは、まだいろいろ課題

があるとはいえ、かなり進んできたように思っております。例えば消費者トラブルになっ

たときに、乗り換えるだとか解約するというときに、やはり消費者が持ち出しをする金額

というのが以前に比べてかなり減ってきたので、その点については大変感謝しております。 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは続きまして、北さん、御発言お願いし

ます。 

【北構成員】  野村総研の北でございます。私、ここで退席しなければならないので、

骨子のところとの関係、この後、骨子の説明があるのですが、その関係で１点だけコメン

トさせていただきます。 

 先ほど御報告いただいたスイッチングコストについてですが、３章の２のところにスイ

ッチングコストがありまして、３章の３に代理店の在り方があるんですね。スイッチング

コストというのは、先ほどの私の発言とも重なりますが、キャリア間のスイッチングコス

トだけではなく、キャリア内のサブブランドあるいはプラン間のスイッチングコストも含

まれておりまして、ユーザーがせっかく下のプランに移ろうと思っても、キャリアによっ

ては大容量プランの販売を過度に勧奨するような手数料体系があったり、端末についても、

高額のスマホの販売を勧奨するような手数料体系があります。これもスイッチングコスト

の１つだと思いますので、スイッチングコストの残された課題の１つとして、代理店手数

料についてもちょっと言及していただきたいと思います。 

 以上でございます。 
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【新美主査】  ありがとうございます。これは事務局のほうもテイクノートしていると

思いますので、特に、北さん、今お答えをいただくという必要はないかと思いますが、い

かがですか。 

【北構成員】  はい。 

【新美主査】  ありがとうございます。ほかに御発言御希望の方いらっしゃいますでし

ょうか。よろしいでしょうか。 

 この報告、よく出来ていると思いますが、少し気になるのは、まだ深掘りできておりま

せんけれども、セット販売が、一体どこまで許容できるのかという論点は押さえておかな

ければいけないだろうと思います。いろいろなところがコラボしていて、総務省のリーチ

が届かないというようなことも起きてきますので、セット販売はノーとは言えないけれど

も、やっぱり電気通信サービスの中での競争が原則でありますので、それぞれのメリット

があることはあるとは思いますけれども、電気通信サービスの側から不要又は不当な持ち

出しをしているようでしたら、囲い込みの可能性は非常に高くなりますので、その辺につ

いて今後しっかり議論していかなければいけないなと思いました。 

 表向き、セットはよろしいと言うかもしれませんけれども、中身をたどってみたら、ど

こか違った財源を使っているということもあり得ますので、程度がすぎるようでしたら、

分離会計みたいなものも必要になるということも言わざるを得ないのではないかと、そう

いう感想を持ちました。 

 いずれにしても、今回の御報告はその取っかかりをきちんと押さえていると思いますの

で、さらに議論を深めていきたいと思います。 

 それでは続きまして、議題（３）に移ります。携帯電話市場における競争政策上の課題

について、公正取引委員会の事務総局経済取引局の調整課長、小室様から御説明をいただ

きたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【公正取引委員会】  公正取引委員会調整課長の小室でございます。それでは、本日は、

先週６月１０日に公表しました「携帯電話市場における競争政策上の課題について（令和

３年度調査）」につきまして、お手元の資料３の概要資料に基づいて御説明させていただ

きます。本日は、このような機会をいただきまして誠にありがとうございます。 

 公正取引委員会におきましては、昨年１０月より、平成３０年度調査、これも同じ名前

で「携帯電話市場における競争政策上の課題について」という報告書でございますけれど

も、このフォローアップ調査を実施しておりまして、平成３０年度調査報告書のフォロー
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アップ事項と新たな競争政策上の課題について調査・検討しまして、実態調査報告書を取

りまとめたところでございます。 

 お手元の資料、３ページ目では、調査対象、調査項目について列挙しております。今申

し上げましたとおり、平成３０年度報告書のフォローアップ事項と新たな競争政策上の課

題と大きく２つに分かれております。御覧のとおり、内容盛りだくさんでございますので、

本日は本ワーキングに関係する箇所を中心に説明させていただければと思っております。 

 まず平成３０年度調査のフォローアップ事項ですが、これらはいずれも平成３０年度報

告書において問題点を指摘したものでございます。まず４ページ目の通信と端末のセット

販売というところでございます。こちらの点につきましては、総務省さんで令和元年に電

気通信事業法を改正し、手当てがされているという状況でございますが、他方、皆さん御

案内のとおり、端末購入サポートプログラムという端末を安く販売するプログラムがあり、

これは通信契約を結ばなくても利用できるにもかかわらず、そのことを知らない消費者様

が多いことが私どものアンケートで分かりました。 

 報告書におきましては、そのような状況ですと、このプログラムが事実上通信と端末の

セット販売となっていると評価される場合があり、それは独占禁止法上問題となるおそれ

があると指摘させていただきまして、このプログラムが通信契約を結んでない者でも利用

できることを分かりやすく積極的に周知いただき、通信契約者と同様にこのプログラムを

使えるようにしまして、通信と端末の分離を徹底することが望ましいと指摘をさせていた

だいているところでございます。 

 それから、５ページ目でございます。期間拘束・自動更新付契約、いわゆる２年縛りで

ございます。この点も総務省さんで法改正によって手当てをしていただいているというと

ころですけれども、まだ改正法施行前に締結された契約が残っているという状況でござい

ますので、報告書におきましては、ＭＮＯ３社は積極的に改正法に適合するプランへの移

行を働きかけることが望ましいといった指摘をさせていただいているところでございます。 

 それから、６ページ目でございます。将来的な端末の下取りや同じプログラムへの加入

等を前提としたプログラム、いわゆる４年縛りでございます。こちらも総務省さんによる

法改正の結果、通信契約者を対象にした４年縛りはなくなっておりますけれども、先ほど

御説明しました端末購入サポートプログラムにおきまして、消費者が通信契約を結んでい

なくても利用できることを知らないで、このプログラムを利用している者がほとんどであ

り、また、総務省さんの調査におきましても、通信契約を結んでいる通信事業者から併せ
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て携帯電話端末を購入する消費者が７割程度との調査結果もあります。 

 そういった状況におきまして、割引、この場合、分割払いの残債を免除するわけですが、

これを受ける場合には、端末の再購入を条件としているＭＮＯがいらっしゃるということ

でございまして、これは結局、そのまま通信契約を継続させることになる、囲い込み効果

を有するといったことになるということでございます。報告書におきましては、こういっ

た消費者の契約変更を断念させる、選択権を事実上奪うものと判断されれば独占禁止法上

問題になるおそれがあるということで、割引の条件として端末の再購入を課す条件は削除

することが望ましいといった指摘をさせていただいているところでございます。 

 それから、７ページ目のＳＩＭロックについてでございます。先ほども資料２のほうで

御説明がございましたけれども、総務省さんのほうで取組が大変進んでいるという状況で

ございます。こちらも報告書におきましては、方向性は全く一緒でございますが、必要最

小限の措置と認める場合を超えてＳＩＭロックをかけることは独占禁止法上問題となるお

それがある、原則ＳＩＭロックは解除することといった指摘をさせていただいているとこ

ろでございます。 

 それから、８ページ目の中古端末の流通についてでございます。こちらはＭＮＯの方が

中古端末の販売先事業者に対して、販売先の制限とか販売価格に関する指示を行うことに

よって、国内における中古端末の流通を制限していないか。これは令和元年にも調査を行

ったものでございます。今回もそういった明確な実態は確認されず独占禁止法上の問題は

確認されなかったということではございましたけれども、報告書におきましては、引き続

き、国内における中古端末の流通を制限することは問題であるということを指摘させてい

ただきました。また、消費者アンケートにおきましては、中古端末の機能面、衛生面への

懸念が見られましたので、中古端末取扱い事業者や団体におかれましては、中古端末の利

用者情報を確実に消去するなどの取組を引き続き行うことが望ましいのではないかといっ

た指摘をさせていただいているところでございます。 

 それから、９ページ目でございます。中古端末の流通に関連しまして、携帯電話端末の

修理についても調査を行いました。現在、端末メーカーからは第三者の修理業者に対して

純正部品を提供していない状況にございますけれども、この点につきましては、Ａｐｐｌ

ｅは、このフォローアップ調査を行っている中で、ＩＲＰ、独立系修理プロバイダプログ

ラムの開始を公表しておりまして、ＩＲＰとして承認された修理業者はＡｐｐｌｅから純

正部品の提供を受けることができることになったということでございます。 
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 今回の調査におきましても、独占禁止法上問題という明確な実態は確認されなかったわ

けですが、報告書におきましては、ＭＮＯが不当に端末メーカーに対して第三者修理業者

に純正部品を提供させないようにすること、それから、端末メーカーが、合理的な理由な

く第三者修理業者に純正部品を提供しないということは独占禁止法上問題となるおそれが

あるということ、それから、端末メーカーが技術面や体制面での基準が担保されていると

確認できた第三者修理業者に対しては、求めに応じて純正部品を供給することが望ましい

といった指摘をさせていただいております。併せて、ＡｐｐｌｅのＩＲＰプログラムが、

純正部品の適正な供給につながっているか、その運用について注視していくこととしてお

ります。 

 それから、１０ページ目でございます。ＭＶＮＯの競争環境を確保するための制度上の

対応というところでございます。以下、平成３０年度報告書で指摘した事項を３点挙げて

ございますけれども、こちらにつきましては、総務省において取組が進んでいるというこ

とでございまして、報告書におきましては、引き続き総務省さんのほうにおかれて、ＭＮ

ＯとＭＶＮＯが積極的に取引、接続するインセンティブを持つような環境を整備すること

が望ましいといった指摘をさせていただいているところでございます。 

 続きまして、新たな競争政策上での課題でございます。１１ページ目の条件付き最安値

広告、ＭＮＯ３社からの乗換えが進まない理由については説明を省略させていただきます。 

 １２ページ目の携帯電話端末に係る課題等についてでございます。まず、新たにＭＮＯ

として参入した通信事業者のネットワーク及び周波数への対応については、先ほど資料２

の５５ページ目でも御紹介いただいたところですが、端末によりましては新規参入事業者

の通信に対応しないものがあるといった指摘がございました。この点については、フォロ

ーアップ調査を行っている中でｉＰｈｏｎｅも新規参入事業者の通信に対応するようにな

ってきたということで、そういった意味では今回、独占禁止法上の問題点は確認されなか

ったということではございましたけれども、報告書におきましては、ＭＮＯ３社が新たに

参入してきた競争事業者を排除するために、端末メーカーに対して当該新規参入事業者の

通信に適合しないような端末を製造させていれば問題となるおそれがあると指摘させてい

ただいているところでございます。また、そもそも端末メーカーは、新規参入したＭＮＯ

の周波数帯に対応する端末を製造することが望ましいと指摘させていただいているところ

でございます。 

 １３ページ目はＭＶＮＯの競争環境の確保に向けてというところでございます。ここで
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は、新たな料金プランにおける公平性の確保、ＲＳＰ機能の開放とｅＳＩＭの導入、音声

卸料金の適正性の確保、５ＧをめぐるＭＮＯとＭＶＮＯの競争の適正性の確保について指

摘をさせていただいているというところでございます。 

 それから、１４ページ目以降は、販売代理店の問題についてでございます。こちらにつ

きましては、６月１４日の消費者保護ルールの在り方に関する検討会でも御紹介をさせて

いただいたところで若干重複いたしますが、３点ご紹介させていただきます。評価制度、

携帯電話端末の販売価格の設定方法、独自商材の取扱い、この３つの問題があるのではな

いかということでございます。 

 まず１４ページ目ですが、評価制度につきましては、ＭＮＯがランク等を決定する評価

制度を設けているわけでございますが、報告書におきましては、ＭＮＯ３社は取引上の地

位が販売代理店に優越している場合があると考えられる。こうした場合に、必要な限度を

超えて販売代理店と契約条件に係る交渉を十分に行うことなく一方的に変更すること等に

よって不利益を与える場合は問題となるおそれがあるといった指摘をしております。また、

大容量プラン等の料金プランの販売契約数等を過度に重点的な項目として位置づけること

によって、販売代理店が、これを必要としない消費者に対し過度に勧誘してしまうおそれ

があるということで、消費者が最適な料金プランを選びやすい競争環境を整備するという

観点からは望ましくないといった指摘をさせていただいたところでございます。 

 また、１５ページ目ですが、携帯電話端末の販売価格の設定方法でございます。これに

つきましては、ＭＮＯ仕様の端末の販売に当たって、割賦払いの上限の設定、これはＭＮ

Ｏが設定しているわけでございますけれども、その上限額を上回る金額で消費者に販売し

ないようＭＮＯから要請されているといったことが一部の販売代理店からございました。 

 これを受けまして、報告書におきましては、こういった要請を行っている場合があると

いうこと、それから、販売代理店は、ＭＮＯのオンライン直販価格と販売代理店の仕入れ

額が同額とされている状況においては、ＭＮＯから各種支援金等が支払われないと、ＭＮ

Ｏのオンライン直販価格を下回る価格で端末を販売することが困難であり、後日支払われ

る各種支援金等の額が予測できない場合におきましては、販売代理店は利益が出ませんの

で、オンライン直販価格を下回る販売価格を設定することはできないと、そういう場合が

多いのではないかということでございます。こういった取引方法を通じて、実質的にＭＮ

Ｏが販売代理店における端末の販売価格を拘束していると判断される場合には、独占禁止

法上問題となるおそれがあるので、そのような販売価格の拘束につながるおそれがある取
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引方法については見直しを行うことが望ましいといった指摘をさせていただいたところで

ございます。 

 それから、３点目、１６ページ目でございます。独自商材の取扱いにつきましては、販

売代理店が端末以外の商材をＭＮＯを通さずに独自で仕入れ、店舗で販売することについ

て制限されているという声が一部の販売代理店からございました。報告書におきましては、

ＭＮＯが不当に販売代理店に自己の商品と競争関係のある商品の取扱いを制限する条件を

つけて取引することは問題となるおそれがあるといった指摘をさせていただいているとこ

ろでございます。こういった点につきましては、公正取引委員会といたしましても、引き

続き、独占禁止法上問題となるおそれがある行為を行うことがないよう注視していくこと

としているところでございます。 

 最後、１７ページ目でございます。公正取引委員会といたしましては、引き続き、携帯

電話市場における動向について注視していくとともに、独占禁止法違反に対しては厳正に

対処していく、また、総務省さん、消費者庁さんと連携し、携帯電話市場における競争環

境の整備に取り組んでいくこととしてまいります。 

 また、報告書の公表後でございますけれども、ＭＮＯ３社、ドコモさん、ＫＤＤＩさん、

ソフトバンクさんに対しましては、この報告書の内容を説明いたしまして、販売代理店の

問題など報告書で指摘している事項につきましては、自主的な点検の励行・改善、それか

ら、その対応の進捗状況の報告などを求めることとしております。これにつきましては、

先週６月１１日から１４日にかけて、今申し上げましたＭＮＯ３社の方々に対しまして、

報告書に従って自主的な点検や改善を行うよう要請を行ったところでございます。 

 以上、駆け足でございましたが、報告書の概要について説明させていただきました。引

き続き総務省さんとも連携して、携帯電話市場における競争環境の整備に取り組んでいき

たいと考えているところでございます。 

 説明は以上でございます。 

【新美主査】  御説明ありがとうございました。それでは、ただいまの御説明につきま

して、質問がございましたらお願いします。発言希望の方はチャット欄で合図をしていた

だきたいと思います。 

 中央大学の西村さん、どうぞ御発言をお願いいたします。 

【西村（暢）構成員】  中央大学の西村です。何度も申し訳ございません。 

 １点質問させていただければと思います。本日これまでにも議論がなされ、新美先生の
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ほうからも御指摘のあったセット販売による割引についてでございますが、公正取引委員

会の意見交換会というのでしょうか、フォローアップ調査の際に、何かセット販売に関す

る言及等は行われましたでしょうか。あるいは、なかった場合は何か公正取引委員会のほ

うで今後併せて見ていくというような方向性というのはございますでしょうか。よろしく

お願いいたします。 

【新美主査】  それでは、どうぞお答えいただけたらと思います。 

【公正取引委員会】  西村先生、御質問ありがとうございます。回答させていただきま

す。御質問いただいた点でございますけれども、私どもは、御指摘いただいたとおり、携

帯電話分野に関する意見交換会を開催させていただいておりまして、その中での議論も踏

まえまして、このワーキングにもその先生方が何人も含まれており、大変お世話になりま

した。 

 その中で議論があったかどうかという点ですが、結論を申し上げますと、今日御説明さ

せていただきましたとおり、報告書の内容は盛りだくさんでございまして、セット販売ま

でなかなか議論が回らなかったのが実情です。今回の検討におきましては、セット販売に

ついては議論をしてないというところです。 

 ただ、この点につきましては、現行、総務省さんと共同で電気通信事業分野における競

争の促進に関する指針、ガイドラインを定めておりまして、そこでもこういった場合には

問題となるというような記載はございますので、引き続きそのガイドラインに基づきまし

て状況を注視しつつ、必要に応じて執行を行っていくと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

【新美主査】  どうもありがとうございます。それでは、大谷さん、御発言をお願いし

ます。 

【大谷構成員】  ありがとうございます。日本総研の大谷です。非常に整理をしていた

だいて分かりやすくなったのと、それから、販売代理店の問題についても一定の所見を公

表していただけたことがとてもよかったと考えております。 

 それで、１点教えていただきたいのですけれども、資料では１４ページ辺りなのですけ

れども、販売代理店との関係についてですが、ＭＮＯ３社の取引上の地位が販売代理店に

対し優越している場合があると考えられるというふうに述べられております。確かに取引

依存度などの関係を見ていきますと、優越的地位の濫用が生じかねない状況にある場合の

ほうが圧倒的に多いのではないかというふうに認識しているのですけれども、優越してい
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ない場合というのもある程度想定されているのかどうかについて、あるとすればそれはど

ういう条件を満たしたときであるのかについて簡単に教えていただけるとありがたいと思

います。よろしくお願いします。 

【公正取引委員会】  御質問ありがとうございました。御質問について回答させていた

だきます。評価制度のところで優越的地位の濫用について記載してございます。報告書に

おきましては、御指摘いただきましたとおり、ＭＮＯ３社の取引上の地位が販売代理店に

対して優越している場合があると考えられるというような記載をさせていただいていると

ころでございます。 

 この点につきまして、確かに、ＭＮＯ３社への取引依存度とか変更可能性を考えると優

越している場合があると考えられるところですが、優越性の認定につきましては、公正取

引委員会といたしましても、慎重に個々の取組をよく見て考えなくてはいけないところが

あり、今回は実態調査ですので、書き方としてはこういった形になっていると御理解いた

だければと思います。 

 優越していない場合があるかどうかということにつきましては、考えられる場合としま

しては、販売代理店の中で、携帯電話以外の事業、例えばこれは本当に想定ですが、自動

車の販売代理店さんみたいなところが携帯も売っているような場合があるかもしれません。

この場合、ＭＮＯに対してそれほど依存度が高くないという場合があれば、そこは直ちに

優越性というのは認めにくいのではないかと考えるところでございます。ただし、今の話

はあくまで想定例でございまして、こういった問題は個別に判断していく必要がございま

すので、あくまで参考として申し上げさせていただきました。 

 以上でございます。 

【大谷構成員】  ありがとうございます。 

【新美主査】  どうもありがとうございます。時間も押しております。まだ御質問おあ

りかと思いますが、公正取引委員会への御質問は以上にさせていただきたいと思います。 

 それでは、本日の最後の議題ということになりますが、議題の（４）としまして、競争

ルールの検証に関する報告書２０２１の骨子について、事務局から御説明いただきたいと

思います。それでは、よろしくお願いします。 

【川野料金サービス課長】  事務局でございます。資料４の競争ルールの検証に関する

報告書２０２１、今年の報告書の構成・骨子について御説明を申し上げます。 

 前回、報告書２０２０が第１回目の報告書ということでございまして、今回が第２回目
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の報告書ということでございます。前回の報告書の目次を参考までに３ページ目に付させ

ていただいております。 

 本日議論でもう何度か言及ございましたけども、この競争ルールの検証に関するワーキ

ンググループは、基本的には、改正電気通信事業法、令和元年に施行された改正電気通信

事業法の効果、またはそれによる移動通信市場への影響、そういったものを検証するとい

うことが言わば本務ということでございまして、それに付随して、周辺的なモバイル市場

の課題、また、固定通信市場における課題なども併せて評価・検証するという位置づけに

なってございます。 

 したがいまして、昨年の報告書におきましても、第１章の「はじめに」の次に、第２章

ということで、まずモバイル市場の競争に関する検証ということで、特に２ポツ、昨年も

第２章の２ポツでございまして、今年も今２ポツで御提案させていただいておりますけれ

ども、改正事業法で導入されました電気通信事業法第２７条の３、いわゆる通信料金と端

末代金の完全分離、また、過度な囲い込みの禁止というところをやはりメインのコンテン

ツとして報告書をまとめたいというふうに思っております。その上で、３ポツといたしま

して、それ以外の、その効果も含めて市場の分析というようなことでまとめていくのかな

というふうに考えてございます。 

 その上で第３章が、全体としてはモバイル市場におけるその他の課題ということです。

昨年の報告書を御覧いただくと分かりますが、昨年はかなりモバイル・ナンバー・ポータ

ビリティ（ＭＮＰ）についてルール化も含めて御議論をいただいたというところでござい

ますけれども、ＭＮＰに関してはかなりルール化が進んだということで、今年は３月に御

提案をさしあげて、本日と前々回でしょうか、御相談申し上げているとおり、音声通話料

金、特に従量制料金の関係のテーマを取り上げて御議論いただきましたので、こちらを中

心にまとめるのかなというふうに思ってございます。 

 最初からちょっと見てまいりますと、第１章「はじめに」ということで、こちらは今申

し上げたような検証作業の位置づけ、あと、昨年以来の経緯等について述べたいと考えて

おります。 

 第２章ということでございまして、１ポツが昨年以降の取組ということで、まず（１）

は昨年の報告書にどういうことが書いてあったかということ。（２）でございますが、総

務省等における昨年の報告書以降の取組。御案内のとおり、アクション・プランあるいは

二大臣会合等をやっておりますし、公正取引委員会も大きな調査をされたということでご
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ざいますので、そういったことを経緯として書こうと思っております。 

 ２ポツ目が先ほど申しましたとおり、改正事業法の執行の状況ということでございまし

て、前回かなり中心に御議論をいただきました。まず１点目は、既往契約の解消状況とい

うことでございまして、いわゆる不適合の期間拘束契約、これも５割ぐらい残っていると。

また、不適合の利益提供契約、いわゆる旧端サポと言われるものは、事業者によっては７

割以上残っているというようなこともあり、そこの解消に向けた道筋というところを前回

御議論いただいた部分でございます。 

 また、２つ目は、通信料金・端末代金の分離の状況ということで、現行の端末購入サポ

ートプログラム、今、公取さんからも御説明ありましたけれども、実際覆面調査をすると、

非回線契約者には端末の販売を拒否するというような状況も見られたということで、それ

への対応、前回御議論をいただいた内容を含めて、ここはそれなりに分厚く書くのかなと

いうふうに思っております。 

 ３ポツは、モバイル市場の現況分析ということで、（２）が本日、御報告した内容を中

心に、（３）が端末市場ということで、前回報告しました低中価格帯の端末が増えている

といった動向、あと、５Ｇ端末、中古市場の動向について述べたいというふうに考えてご

ざいます。 

 （４）は本日も申し上げました経営の状況ということでございます。 

 第３章のモバイル市場に関する課題ということで個別の課題になりますが、携帯電話の

音声通話料金の関係。こちら前々回論点整理をいただいた方向性を、議論も踏まえて書き

たいというふうに思っています。 

 ２ポツのスイッチングコストは、本日御報告した内容でございます。 

 ３ポツ、その他の課題でございますけれども、代理店の在り方につきましては、事務局

のほうで議論をいたしまして、こちらの消費者保護ルールの在り方に関する検討会と合同

の会合で御議論いただいたというところでございます。２つの検討会報告書で同じような

内容をダブルで書くというのも重複感がありますので、基本的には消費者保護ルールの在

り方に関する検討会において、代理店の全体像、あと、いわゆる適合性の原則に反するよ

うな行為もありましたので、これは完全に消費者保護ルール違反という面もございますの

で、基本的には消費者保護検討会の報告書のほうで報告書はまとめていただくのがいいの

かというふうに考えております。 

 しかしながら、こちらは競争ルールを検討する会議体ということでございますので、特
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に代理店の中で問題になったのは、改正事業法の通信・端末分離違反に相当する端末の販

売拒否みたいなことを中心にリファーするような感じに書くのかなというふうに思ってお

ります。次回報告書案を御議論いただく際には、消費者保護検討会のほうで検討中の報告

書案も併せてお示しはできるように準備はしたいというふうに考えてございます。 

 （２）は固定通信市場に関する課題ということでございます。昨年来の宿題で進みつつ

あります工事費の分割払い、あるいは無料解約期間を一月から三月にする、これらは各社、

今対応が進んでおりますので、その状況。あと、前回ちょっと御報告させていただきまし

て、対応が遅いという御批判をいただいています事業者間連携、光ファイバーの撤去ない

し敷設の工事を削減するというところについては、ちょっと現況を報告するのかなという

ふうに思っています。 

 （３）その他というところは、特に何か想定しているわけじゃなくて、もし何かあれば

ということでＰとさせていただいております。 

 最後が、今後に向けてということで、検証結果全体のポイント等。やはりこれは、多分

終わりということにならないと思いますので、引き続き検証・検討を行うということを記

載するのかなと思っております。 

 既に本日の御議論で言及があったのは、大谷構成員からＭＶＮＯとＭＮＯとの関係とい

うところですけれども、取りあえずは第２章の３ポツの（２）通信市場の動向のところで、

本日も少し言及しておりますけど、そこで言及をするのと、あと、特に接続あるいは卸と

いう関係で申し上げますと、第３章の音声通話料金の関係、こちらはまさに２つ目の丸、

卸役務の適正性を確保するための制度的枠組みということを御議論いただきましたので、

ここもかなりＭＶＮＯさんには関係する記述になるのかなというふうに思っております。 

 また、北構成員からお話のあった、２ポツのスイッチングコストの課題の中に、今回報

告したもののみならず、販売代理店での勧誘行為の在り方が場合によってはスイッチング

コストになるというようなところはちょっと意識して、３ポツ（１）の関係ともリンクを

どうするかということを考えながら書きたいと思っております。 

 いずれにしましても、書き始めると、こっちとこっちで重なっているとか、こっちでも

むしろ言及したほうがいいとか、いろいろ出てくると思いますので、そこはよく考えなが

ら報告書案をまとめていきたいと思います。 

 先生方においては、特に構成、あるいはキーメッセージとしてこういうのはぜひ入れて

ほしいとか、そういうものがもし本日何かありましたら、ぜひお聞きしたいと思います。 
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 事務局、以上でございます。 

【新美主査】  御説明ありがとうございます。それでは、ただいまの説明につきまして、

御質問あるいはコメントのおありの方は、御発言いただきたいと思います。チャットで合

図をしていただくとありがたいと思います。よろしくお願いします。 

 いかがでしょうか。特にありませんか。 

 では、私からちょっと、皆さんが考えていただく間に少しコメントをさせていただきた

いと思います。２ページ目のスイッチングコストのところで、我々何となくスイッチング

コストというのは分かったような気で議論をしておりますけれども、きちんと何をもって

スイッチングコストというのかというのは、抽象論でもいいですけれども、どういう形態、

ものをいうのかと、どこかで述べておいたほうがよろしいのではないかと思います。そう

でないと、個別事例のみ挙げて、規整すべきかどうか議論するのは、もぐらたたきのよう

になってしまいかねません。基本的な立場として、こういうことを念頭に置いております

ということをどこかで触れていただけたらと思います。これはなかなか難しいと思います

が、コメントとして申し上げておきます。 

 それでは、大谷さん、御発言よろしくお願いします。 

【大谷構成員】  日本総研の大谷です。ありがとうございます。一言だけですけれども、

この骨子の中では第２章のところかと思いますけれども、改正電気通信事業法のルールと

いうのはしばらくまだ存続させなければいけないというコンセンサスが恐らくこのワーキ

ンググループの中で生まれていると思いますので、その方向性がうまく表現されるという

ことが必要かなと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。大橋さん、どうぞ御発言お願いします。 

【大橋構成員】  ありがとうございます。先ほど御説明の最後にキーメッセージとおっ

しゃったので、ちょっと申し上げようと思いました。この骨子の流れについては、私は異

論ないですし、これまで議論してきた点を丁寧に整理していただいたというふうな認識で

いるのですけれども、一連の議論の中で一体何をやってきたのかというと、恐らくユーザ

ー、これはポテンシャルのユーザーも含めてだと思いますけれども、自らの意思で端末な

り、あるいはプランなりといったものをしっかり御自身で判断をしてもらうための土壌を

つくってきたということなのだろうと思っています。 

 よって、スイッチングコストというのも、多分人によって随分捉え方、利用者によって
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は、１００円の値差があると動く人もいるかもしれませんし、１万円あっても動かない人

もいるかもしれないし、そういうことってあるんじゃないかと思いますが、そういう意味

で、新美主査がおっしゃったように、スイッチングコストはなかなか、数式的には定義で

きますけれども、一概にこの値だからスイッチングコストがあるとかないとかというのは

言い難いところがあると思います。ただ、競争の基盤としてそうした土壌をつくっていく

ということが、これまでずっとやってきて関わらせていただいた私の中での思いではあり

ますということでお伝えしようと思いました。 

 ありがとうございます。 

【新美主査】  どうもコメントありがとうございます。 

 ほかに御発言御希望の方いらっしゃいますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 事務局からどうぞよろしくお願いします。 

【川野料金サービス課長】  ありがとうございます。今の大橋先生、また、大谷先生の

御発言とも関連すると思っております。私が勝手にまとめるわけにはいかないと思ってい

ますが、ざっくり申しますと、やっぱり通信市場における競争、あと、端末市場における

ある程度の低中価格帯も含めた合理的な選択が進んできているという部分は、通信市場、

端末市場の報告をお聞きいただけると分かるのかなというふうに思っております。 

 他方で、先ほど２ポツのところで申しましたが、やはり既往契約もまだ半数以上残って

いたり、端末販売実態としても分離の趣旨にそぐわないような実態もかなりやっぱりまだ

残っているというようなことでございますし、スイッチングコストに関しては、先ほど佐

藤構成員から、事業者は何でやらないのか、合理的な説明あるのかなという御質問があり

ましたけれども、多少事業者さんと、特に渉外の方々とやり取りをしている立場からする

と、かなり我々もあれもやってください、これもやってくださいとお願いをしている中で、

特に我々と向き合っていただいている方々は社内の説得・調整にかなり汗をかいていただ

いていることで、かなり進んではきているということだとは思いますが、まだ残っている

というような状況かなと思っております。 

 ですので、大谷先生からお話があったとおり、まだ終えられる状況では到底ないかなと

は思っていますが、ある程度、大橋先生がおっしゃるとおり、ここ数年間にわたって先生

方に御協力いただきながら進めてきた方向に着実に一歩一歩進んでいるという状況にはあ

るんだろうなと、私自身この職場に来てからまだ１年ですけれども、という感覚を持って

ございます。事務局の責任者として感覚を持ちながら、報告書案を書きたいと思っており
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ますが、いやいやというような御議論がもしあれば、この際お聞きしておきたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。 

【新美主査】  ある意味で事務局の本音を吐露していただきましたが、何かございまし

たら。皆さんこれまでの議論を見ると、よく考えていらっしゃるということを前提の上で

のコメントだったと思いますが、ほかにございませんでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、皆さんからの御意見を踏まえて、事務局におきましては、この骨子案をベー

スにしながら、次回会合までに報告書案の作成作業を進めていただきたいと存じます。 

 本日の議事は以上とさせていただきます。 

 それでは最後に、事務局から連絡事項があればお願いいたします。 

【五味料金サービス課係長】  事務局でございます。本日は夜分遅くまでありがとうご

ざいました。 

 次回会議の詳細につきましては、別途事務局から御連絡を差し上げるとともに、総務省

ホームページに開催案内を掲載させていただきます。 

 事務局からは以上でございます。 

【新美主査】  どうもありがとうございます。それでは、本日はこれにて閉会というこ

とにさせていただきます。熱心な御議論ありがとうございました。それでは、失礼いたし

ます。 

以上 


